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気
匂
き
つ
に
爆
走
す
る
専
債
務
権

声
を
あ
げ
る
の
捗
今
で
し
ょ
ー
・

チラシの実際の大きさはB4く257×364mm）、表裏の印刷、浅黄色です▲

二
『
五
月
中
旬
、
〓
歪
貝
か
ら
「
集
団
的
自
衛
権
反
対
を
チ
ラ
シ
な
ど
で
一
般
市
民
に
こ
そ
訴
え
よ
う
」
と
い
う
提
案

が
あ
り
ま
し
た
。
早
速
、
事
務
局
会
を
何
度
も
開
催
し
、
チ
ラ
シ
を
新
聞
に
折
り
込
む
こ
と
を
決
め
、
そ
の
文
案
作

り
や
、
市
内
4
つ
の
「
九
条
の
会
」
の
合
同
で
行
う
よ
う
準
備
を
進
め
ま
し
た
。
■
チ
ラ
シ
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右
・
縮
小
コ
ピ
ー
V
の
折

．
り
込
み
は
二
回
に
分
か
れ
、
六
月
十
五
日
（
臼
）
は
南
相
馬
市
原
町
区
の
福
島
民
報
■
毎
R
T
朝
日
新
聞
と
鹿
島
区

の
全
新
聞
朝
刊
に
、
二
十
二
日
（
白
）
に
は
原
町
区
の
福
島
民
友
・
読
売
新
聞
朝
刊
に
、
合
計
一
五
、
八
8
0
枚
を

折
り
込
み
ま
し
た
。
■
ま
た
、
そ
れ
に
先
立
ち
五
月
の
会
報
郵
送
と
と
も
に
、
折
り
込
み
経
費
の
カ
ン
パ
を
お
願
い

‥
し
だ
と
こ
ろ
、
た
ち
ま
ち
会
員
の
皆
様
や
全
国
の
万
々
五
五
名
（
会
員
四
ハ
名
、
市
民
七
名
）
か
ら
、
計
十
六
万
六
、

■
■
五
〇
〇
円
が
寄
せ
ら
れ
、
心
よ
り
御
礼
申
し
上
げ
ま
す
。
】
「
9
条
無
視
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自
衛
権
行
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容
認
」
に
、
皆
さ

∴
ん
が
本
当
に
不
安
に
思
い
、
．
怒
り
と
と
も
に
強
く
反
対
し
て
い
る
こ
と
を
実
感
さ
せ
ら
れ
ま
す
。
■
　
　
（
事
務
鳥
↓



◇本会でも「集団的自衛権J反対決議を
南相馬市議会に要請しようとしていた矢
先の6月19日、市議会がく左・下記事〉の
ように全会一致で、この意見書を可決。
◇被災地南相馬市の救援に尽力された
自衛隊員への、党派をこえ、感謝の思いを
込めての決議といわれています。

の
行
使
を
容
認
し
な
い
よ

う
政
府
に
求
め
る
意
見
書

を
全
会
一
致
で
可
決
し

た
。
自
民
系
会
派
も
賛
成

し
、
日
長
市
議
の
一
人
は

月
衛
隊
の
犠
牲
阻
止
を
■
、

南
相
馬
市
議
会
が
意
見
書
可
決

「
市
長
目
線
で
同
調
も
た
。

棄
暴
大
農
災
苓
お
世
話

に
な
っ
た
自
衛
隊
員
が
海

外
で
寒
さ
新
た
聖
人
を

殺
し
た
り
し
て
ほ
し
く
な

い
」
と
述
べ
た
。

意
見
書
は
、
集
団
的
自

衛
横
行
嵐
を
目
指
す
政
府

側
見
解
に
つ
い
て
「
憲
法

集
団
的
自
衛
権
行
甥
反
照
の
う
ね
り

の
枠
を
は
み
出
て
い
る
」

と
指
摘
し
、
「
戦
簡
地
域
に

・
（
屡
）
譲
渡
す
れ

ば
、
外
国
か
ら
の
威
撃
対

象
に
な
り
、
多
数
の
戦
試

犠
牲
者
が
出
る
。
意
法
と

地
方
自
治
法
に
届
つ
き
住

民
の
安
全
を
守
る
百
治
体

と
も
て
看
過
で
き
な
い
」

な
ど
と
し
て
い
常
福
島

第
1
原
発
事
故
後
∵
放
射

線
量
の
高
い
地
域
な
ど
で

任
務
に
あ
た
・
つ
た
自
衛
隊

員
に
謝
意
も
示
心
電

良
市
議
に
よ
る
と
、

被
災
地
感
情
と
し
て
、
眉

衛
隊
員
が
戦
闘
行
為
に
巻

き
込
ま
れ
な
小
で
は
し
い

と
の
思
い
が
強
い
と
い

う
。
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＜6月19日、南相馬市議会が可決した意見書＞

集団的自衛権の行使を
容認しないよう求める意見書

政府は「安保法制怨」の報告書を受けて、集団的自衛権
の行使を容認する閣議決定を目指している。
集団的自衛権についての政府の見解は、「自国と密接な
関係にある外国に対する武力攻撃を、自国が直接攻撃さ

れていないにも関わ．らず、実力をもって阻止する権利」
としてきた。歴代の政権の憲法解釈は、集団的自衛権の
行使は憲法上許されないということであった。
政府が、この恵法解釈を変更し、集団的自衛権の行使
を容認することになれば、自衛隊を海外に派遣すること
も可能になる。すでに政府は6月3■日、自衛隊を戦闘地
域に派遣できるとする提案を政府与党の協議会において
行っている。これは、これまでの政府による憲法解釈を
大きく転換するものである。
また、「武力行使を目的にした戦争に参加しない」と国会
で言明しているものの、「武力を行使しない」とは言明して
いないことも、憲法の枠を露まみ出ている。
ひとたび戦闘地域に派遣すれば、外国からの攻撃の対
象になり、多数の戦争犠牲者が出ることは、過去のイラ
ク戦争やアフガン戦争で集団的自衛権を行使して参戦し
たヨーロッパ各国を見ても明らかである。
我が国では戦後69年間、日本国憲法によって戦争犠牲者
を出すことはなかった。しかし、集団的自衛権の行使が容認
されれば、日本が外国の戦争に参加し、その結果、国民が再
び戦争によって大変な惨害をこうむることになる。
このような事態は、憲法と地方自治体に基づき住民の安全
を守る立場にある自治体として看過できるものではない。
本市は、大震災と大津波及び原子力災害により甚大な被
害を受けているが、自衛隊の災害派遣・支援によって大い
に助けられたところである。特に福島第一原発から30キ
ロメートル圏内、20キロメートル圏内にいち早く捜索に入
るなど、国民と国土を守るために身を挺したことに、心から
敬意と感謝を表している。その自衛隊員が海外に出て行って
武力を行使することは、到底容承できない。
よって政府は、集団的自衛権の行使を容認しないよう強
く求める。
以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。
平成26年6月19日

福島県南相馬市議会議長
衆参両院議長、内閣総理大臣、防衛大臣あて


